
�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	


�
�


�
�
�
�

広報しもだ  ２００６. ６ 月号  －２－

　

下
田
市
で
は
、
他
の
自
治
体
が

現
在
取
組
み
始
め
て
い
る
様
々
な

改
革
を
い
ち
早
く
実
施
し
、
行
財

政
改
革
の
成
果
を
上
げ
て
ま
い
り

ま
し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
人
口
減
少
型

社
会
の
到
来
、
基
幹
産
業
の
低
迷

に
よ
る
市
内
経
済
活
動
の
停
滞
等

の
社
会
情
勢
の
変
化
、
三
位
一
体

の
改
革
、
分
権
型
社
会
へ
の
移
行

等
の
構
造
変
革
に
よ
り
、
地
方
を

取
り
巻
く
環
境
は
一
段
と
厳
し
く

な
っ
て
お
り
、
下
田
市
に
お
い
て

は
、
依
然
厳
し
い
財
政
運
営
を
続

け
て
お
り
ま
す
。

　

こ
の
厳
し
い
現
状
を
�
改
革
の

機
会
�
と
前
向
き
に
捉
え
、
市
民

に
信
頼
さ
れ
安
心
し
て
暮
ら
せ
る

ま
ち
づ
く
り
の
実
現
を
目
指
し
、

行
財
政
運
営
の
課
題
に
積
極
的
に

取
組
む
た
め
の
下
田
市
行
政
経
営

方
針
（
第
４
次
下
田
市
行
財
政
改

革
大
綱
）
及
び
下
田
市
集
中
改
革

プ
ラ
ン
を
策
定
し
ま
し
た
。

　

今
回
は
、
こ
の
内
容
に
つ
い
て

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

将
来
世
代
に
引
き
継
ぐ
経
営
資

源
で
あ
る
、「
人
材
」、「
歴
史
」、

「
文
化
」、「
自
然
」
等
を
現
在
の

資
源
レ
ベ
ル
に
満
足
せ
ず
、
新
た

な
資
源
の
創
造
と
拡
大
を
図
る
た

め
の
行
政
経
営
を
目
指
し
て
い
く

こ
と
が
必
要
で
あ
り
、
変
革
に
柔

軟
に
対
応
し
自
ら
変
革
し
て
い
く

不
断
の
努
力
が
、
こ
れ
か
ら
の
行

政
経
営
に
は
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

変
革
を
求
め
る
要
因
と
な
る
社

会
経
済
情
勢
の
動
向
、
新
た
に
対

応
す
べ
き
政
策
課
題
の
把
握
、
分

析
の
強
化
に
努
め
、 自
治
体
の
行
政

サ
ー
ビ
ス
の
質
、 量
を
ど
の
よ
う
に

提
供
し
て
い
く
の
か
根
拠
を
分
か

り
や
す
い
形
で
説
明
し
て
い
く
こ

と
は
自
治
体
の
責
務
で
あ
り
ま
す
。

　

住
民
が
望
む
行
政
サ
ー
ビ
ス
の

水
準
を
ど
こ
に
設
定
す
る
の
か
。

ど
の
よ
う
に
負
担
す
る
の
か
。 住
民

が
納
得
す
る
説
明
責
任
と
結
果
に

対
す
る
評
価
が
必
要
で
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
、
行
政
経
営
を
推

進
し
て
い
く
た
め
に

を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　

下
田
市
行
政
経
営
方
針
に
沿
っ

て
具
体
的
に
改
革
を
進
め
て
い
く

た
め
の
実
施
計
画
が
「
下
田
市
集

中
改
革
プ
ラ
ン
」
で
す
。

　

下
田
市
集
中
改
革
プ
ラ
ン
は
、

平
成　

年
度
を
起
点
に
平
成　

年

１７

２２

度
ま
で
の
取
組
を
示
す
も
の
で
、

他
の
自
治
体
と
比
較
可
能
な
指
標

に
基
づ
き
策
定
し
ま
し
た
。

　

改
革
の
推
進
状
況
に
つ
い
て
も
、

公
表
し
な
が
ら
見
直
し
を
進
め
て

い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

本
市
で
は
、
下
記
の
「
９
つ
の

項
目
」
を
「
下
田
市
集
中
改
革
プ

ラ
ン
」
の
重
点
改
革
項
目
と
し
て

掲
げ
行
財
政
改
革
に
取
り
組
ん
で

ま
い
り
ま
す
。
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基
本
理
念
の
ス
ロ
ー
ガ
ン
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　事業の必要性、効率性、成果性などを検証する事務事業評価制度を導入し、評価結果を施策や事業
の改善・見直し、さらには予算付けにまで結び付け、効果的な運営を図っていきます。
　さらに評価する上で、行政と住民・民間（事業者）とが行政サービスを提供するための役割分担を
明確にし、お互いの協働の上で行政運営を図っていくこととします。
����������

　「民間のノウハウ」を十分活用し、費用対効果と効率性を重視しながら住民の満足を高められる質
の高いサービスを確保・提供することに努めていきます。
����������	
��


　官民の役割を明確化した上で必要事業への投資を行い、人員・事業・予算とのバランスを効率よく
保ちつつ、下田市定員適正化計画（第3次）を基本計画として位置付け、退職者不補充を基本とした職
員の定員適正化を積極的に推進していきます。
��������

　地方分権の流れを受け、人事制度改革に沿った指標を基に、給与制度の在り方を検証し、本市とし
てふさわしい制度導入を行っていきます。
����������	
�����
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　今後も振興公社の経営について、経営方針・財政計画の決定などに責任を持って関わっていき、振
興公社のあるべき姿に向けて適切な支援を行っていきます。
����������	


　住民との接点となる情報提供には、透明性とスピードが必要であり、生きた情報をすばやく提供す
るため、伝達手段の工夫やその対応について住民からの信用確保を第一に、『開かれた行政』をキー
ワードとして行政運営の公正・透明性確保に努めていきます。
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「
下
田
市
行
政
経
営
方
針
」と「
下
田
市
集
中
改
革
プ
ラ
ン
」の
２
本
立
て

���

－３－  広報しもだ  ２００６. ６ 月号

　

今
回
標
記
し
て
い
る
個
別
項
目

は
、
集
中
改
革
プ
ラ
ン
実
施
に
向

け
て
具
体
的
公
表
を
行
っ
た
も
の

で
す
。
結
果
と
し
て
経
費
の
増
加

や
軽
減
が
現
れ
な
い
、
あ
る
い
は

住
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
が
懸
念
さ

れ
る
た
め
、
現
状
で
は
検
討
結

果
の
公
表
だ
け
の
項
目
も
あ
り

ま
す
。

　

し
か
し
、
今
後
の
情
勢
や
改
革

視
点
の
変
化
等
に
柔
軟
に
対
応
し
、

今
回
項
目
に
挙
が
ら
な
か
っ
た
事

業
等
に
つ
い
て
も
随
時
追
加
し
、

検
討
見
直
し
を
行
い
、
改
革
実
施

に
お
い
て
も
、
前
倒
し
で
実
施
で

き
る
も
の
は
随
時
実
行
し
、
改
革

の
ス
ピ
ー
ド
を
上
げ
て
い
き
ま
す
。

　

下
田
市
集
中
改
革
プ
ラ
ン
は
、

そ
の
実
行
に
つ
い
て
常
に
検
証
と

見
直
し
を
行
い
、そ
の
監
視
の
下
、

分
か
り
や
す
い
指
標
を
持
っ
て
市

民
の
み
な
さ
ま
に
公
表
し
な
が
ら

実
施
を
し
て
い
き
ま
す
。

　

下
田
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
、

「
下
田
市
行
政
経
営
方
針
」「
下
田

市
集
中
改
革
プ
ラ
ン
」
の
全
文
を

掲
載
い
た
し
ま
し
た
。

　

ぜ
ひ
ご
覧
下
さ
い
。

問
合
せ
先

企
画
財
政
課
行
革
推
進
業
務
担
当

�
�
２
２
１
２
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　地域に根ざした公共サービスを地域住民の協力により提供し、住民が様々な場面において行政運営
へ参画できるようルールを定め、住民活力を生かした行政運営を図っていきます。
����������	

　歳入が少なくなる一方で公共サービスを維持していくために、より徹底した経費節減に取り組んで
いくことが求められていきます。今後は事業の必要性を根底から見直し効率的な事業実施を徹底し、
経費節減合理化を図っていきます。
������������	
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　各事業において独立採算を目指した効率的経営を図り、経費節減とともに住民サービスの安定供給
に努めていきます。

��������	
��
�� （単位：万円）

22年度21年度20年度19年度18年度17年度集中改革
プラン計項　　　　　　目

5,5005,5005,5005,5005,500027,500税 の 徴 収 対 策
歳　
　

入

7,9857,9857,9857,9251,64718333,710使 用 料 ・ 手 数 料 の 見 直 し

2,0002,0003,3003,5004,4461,13516,381未 利 用 財 産 の 売 り 払 い 等

1,2561,2561,2561,2561,2412,6838,948そ の 他

21,60019,80015,00010,8009,0003,60079,800職 員 削 減

人　

件　

費　

削　

減

歳　
　
　
　
　
　
　
　

出

19,80018,00013,2009,0007,2003,60070,800う ち 退 職 者 の 不 補 充

14,99013,74010,5807,7606,5003,04056,610うち嘱託、臨時、派遣
職員等の活用

916916916860003,608議 員 削 減

8,7238,8369,1369,4009,513045,608給 料

職 員
給　

与　

等　

削　

減

4,9344,9975,1555,2975,1171,47026,970手 当

24424424424400976 うち清掃手当

1,3001,3201,3601,4001,4201,4708,270 うち調整手当

21721721721721701,085給 料

三役等
特別職

6656656656656656653,990収 入 役 廃 止

92929292920460手 当

2802802802802802801,680収 入 役 廃 止

00004030403手 当議 員

14,91115,08715,54515,95116,2872,41580,196計

1811811811811811151,020そ の 他

1811811811811811151,020う ち 福 利 厚 生 事 業

6,9076,9074,9072,327947021,995組 織 の 統 廃 合

2,2542,2542,2542,2541,600010,616民間委託による事務事業費削減

68068068068068003,400施 設 等 維 持 費 の 見 直 し

11,50411,50411,50411,50410,7045,96862,688補 助 金 等 の 整 理 合 理 化

8,0008,0008,0008,0008,0005,00045,000内 部 管 理 経 費 の 見 直 し

1,5481,5481,5481,5481,5487288,468その他事務事業の整理合理化

44,80037,40030,40023,70017,3005,200158,800そ の 他

130,042121,018108,97695,98679,08127,027562,130合　　　　　　　計
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平
成　

年
３
月　

日
に
総
務
省
が
示
し
た

１７

２９

「
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
行
政
改
革
の
推

進
の
た
め
の
新
た
な
指
針
」
に
基
づ
き
、
市

が
取
り
組
む
行
政
改
革
に
つ
い
て
住
民
の
方

に
わ
か
り
や
す
く
示
す
計
画
の
こ
と
で
、
全

地
方
公
共
団
体
が
策
定
・
公
表
す
る
こ
と
を

求
め
ら
れ
て
い
る
も
の
で
す
。

※本表は、千円単位を四捨五入して端数調整しています。


